
・匪露亘≡司

お年寄りや障害をお持ちの方などが利用しやすい琴築物は、
、誰もが利用しやすい建築物です。

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進lこ関する法律

国土交通省



劇場や甑ホテル、・デパートなど、誰もが利用する建築物、

老人ホームや福祉ホームなと、お年寄りや障害をお持ちの方が主に利用する建築物、

事務所や学校、マ、ンションなど、多くの方々が利用する建築物臥社会全体の財産です。

お年寄りや障害をお持ちの方も、子どもや妊娠中の方も、

皆が利用しやすい建築物にしていきましょう。

三バリアフリー化とは…

浴室
浴室やシ阜ワニ室は■十㌦

車いすを

使用する方でも

使いやすいように

トイレは車し、すを

使用する方でも

使いやすいように

’廊下は・

車いすを使用する方や

目の不自由な方も・

安心して楽に

通れるようにユレ
エレベータ」は

車いすを使用する方や■

目の不自由な方も

▲利用しやすく

■’持

せ
　
宰

；彗＄二

段　　ア ローチ
階環は手すりを　　　出入口までは段差が

つけて緩やかに＿　　　ないかスロープに



■　丁

…▲一認定を受けるとこんなメリットがありまも
∠（、

建築物を利用しようとする方々にとって、その建築物が利用しやす

いか否かの情報はとても有用で便利となります。法律では認定特定

建築物や広告などに、認定を受けている旨をシンボルマークで表示

することができろようにしていまもなお、表示の際にお年寄りや

車いすを使用する方などが利用しやすい部分を甲で示すことも有用
やす。‘

積率の特例
お年寄りや車いすを使用する方などが利用しやすくなるためには、

トイレや廊下などの面積が増えることもあり零す。法律では延べ面

積の1／10考限度に容積率の算定に際して延べ面積に不算入とするこ

とができまれまた、建築基準法の許可制度によりそれ以上の面積

についても不算入とすることが可能です。・

二
≠
簡
蕃
1

【バリアフリー環境整備促進事業】

美術館、文化ホールなどの公益的な施設を含む建築物については、

その施設に至る廊下、階鼠エレベーター等の移動システムや、こ

れらに付随するトイレ等の整備費の一部を補助します。

2

シンボルマーク

車いす用 トイ レの設置

「 車いすが回転由 るエ レベーター

c　 c
　　 出人口

白ピー 、▲　　 ．
■　廊下　　　　 ＿　ホT ル

詔

出入口 ●
も
l　　 口

琵
芦二

き・ ・十

」 階段の幅員増
廊下の幅員増 ‘

緩勾配化

ゴ宅ニ
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建築物移動等関守
J
J

／長

邑監基準璽茫『＝＝ヽ

建築物移動等円滑化誘導基準とはマ

出入口
建物の出入ロ、居室の出入口などは

車いすで円滑に利用できるようにす

ることが必要です。出入ロの幅と前．

後のろベースを確保してください。

L玄関出入口の暗く1以上）

80⊂m以上　12取m以上

F居室などの出入ロ

8駄m以上　批m以上

工レベTター

曙と階の間の移動には、エレベータ‾

で行けるようにすることが原則必要

です。車いすを使用する方や目の不

自由な方の利用に配慮した仕様とし

てください。

こ出入口の幅
8駄m以上　　間口¶以上

こかごの奥行
135⊂m以上　135⊂m以上

∈かごの幅卜定の建物の場合）

絹駄m以上　1鮒⊂m以上

に乗降ロビー

1試km、角以上1試km角以上

車いすを使用する方の通行が容易な

ように十分な幅を確保することが必

要です。

菩廊下幅
72扱m以上　18眈m以上

い・　・

葦妻トイレ
トイレを設ける場合にはJ車いすを．

使用する方や足の翠っている方も使

えるようにすることが必要です。車

いすを使用する方が使える十分な広

さの便房を設けてください。

二幸いす億円者用便房の数・

蔀に1つ塁上　名将ごとに厨り為．以上

烹オストメイト対応便房の教

護観こ1つ以上′各階ごとに1つ以上

≡1倍リップ小便器等の数

賃軌こ1つ以上　各階ごとに1つ以上＿

3

頃斜路
スロープは緩やか存ものとし手す

りを設け、上喝には点状ブロック等

を敷設してください。長いスロープ

には踊り場を設けることも必要です。

…こま手すりの設置

片側

「て…スロープ幅

12宣km以上

∈三スロープ勾蘭

1／12以下

両儲

15飯二m以上

1／12以下　′

（屋外は1／15以下）

‘▼て▲

軒ホテルや
二∴㌻旅館の客室

ホテルや旅館の客室内の便所や浴室

等は車いすを使用する方も使えるよ

うにすることが必要です。

；二つ車いす使同者用客室の数

1つ玖上　　　原則2％以上

L＿仰、＿かけ、，√，．．＿＿－ぬリー一一・1－t一・品、r・1【■■±LV・・WT血書£止～



それぞれの説明中、

左の数値等は建築肇移動害円滑化塞準、‘右の数値等は建築物移動等円滑化誘導基準です。書
11－－－－；一一㌧－⊥　‾　一一一－・一日・ふ一　一　一　二J　－　ご－‾L－＝一㌢・・；－＝‾一一一＝ご・ニJ二一一」一・・」．←こ・三・一－・－＝－∫▲　二・こ一二一丁▼・‾‥　二一一∴ニ∵ここ‾ここ一一一一一一三ご一一・・LL＝一・・・・・・二・一∴・i一二一一・二一ふ・・・二一L一・一一J㌧一、一一1－一・ム‘－、一・・÷▲一・・′一・ユニー－ぷ・三一・・三㌢一一一J・こ＿川てこ＿ふ．．エ＿」＿－≡コHUFr二．∴■」も」，．＿．‥・．．Jトこ．JHL＿

アプローチ
建物の出入口に通じる通路を車いす

で円滑に利用できるようにすること

が必要です。広い幅ですべりにくし’、

表面と」高低差のある壕合には緩

やかなスロ「プ等を設けてください。

主j通路の幅
12政義以上　　18眈m以上

、・▼‾：．

耳「案内表示」
一について

バリアプリ丁化されたエレベーター

やトイレ、駐車場の付近には、見や

すくわかりやすい表示が必要です。

これらの施設の配置がわかる案内板

や案内所を設けてください。

一‾‾一一、～

一三二と〆

壬駐車場
駐車場を設ける場合は、車いすを使

用する方や休め不自由存方のために、

建物の出入口の近くに車いすを使用

する方が便える十分な幅の駐車ス

ペースを確保してください。

二三車いす使用着用監車施設の数

1つ以上　　　　原則2％以上

ニj車いす使開音用農車施設の幅

550cm以上　・35駄m以上

JL∵　乱

It　1」 ぎ案内設備に
至る経路

道等から案内板や案内所に至る経路

には、目の不自由な方が安全に通れ

るように視覚障書者誘導用ブロック

を設置するか、音声による誘導装置

を設けてください。

4

共用の浴室やシャワー圭を設ける場

合には、1■っ以上の浴室等を十分な

広さと」車いすを使用する方が使

える仕様としてください。

（建築物移動等円滑化誘導基準）

ヨ

増築等の部分とその部分に至る経路

が基準の適用範囲となります。なお、

増築等の範囲にかかわらず多数の者

が利用する便所（駐車場などを設け

る場合には、一以上を車いすを使用

する方などが利用できるようにする

必要があります。

修繕等の部分とその部分に至る経路

が基準の適用範岡と卑ります。なお、

修繕等の範囲にかかわらず多数の者

が利用する便所、駐車場、浴室等を

設ける場合には、－以上を車いすを

使用する方などが利用できるように

する必要があります。

（建築物移動等円滑化誘導基準）



バリアフリー法の対象となる建築物

1．特別支援学校

2．病院又は診療所

3．劇場、観覧場、映画館又は演芸場　▼

4．集会場又は公会堂

5．展示場

6．百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗

7．ホテル又は旅館

8．保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署

9．老人ホーム、福祉ホームそめ他これらに類するもの

（主として高齢者、障害者等が利用するものに限る。）

10．老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センター

その他これらに類するもの

11．体育館（一一般公共の用に供されるものに限る。）、

水泳場（一二般公共の用に供されるものに限る。）

若しくはボ「リング瘍又は遊技場

12．博物館、美術館又は図書館

13．公衆浴場

14．飲食店

1■5．理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装崖、銀行・

その他これらに類するサービス業を営む店舗

16．車両の停車場又は船舶苦しく’は航空機の発着場を構成する建築物で

旅客の乗降又は待合いの用に供するも．の

・17．自動車の停留又は駐車のための施設

（一・般公共の用に供されるものに限る。）

18．公衆便所

19．一公共用歩廊

20．学校（1の用途を除く。）

21．卸売市場

22．事務所（8の用途を除く。）

23．共同住宅、寄宿舎又は下宿

24∴保育所等（9の用途を除く。）

25．1体育館、水泳場その他これらに類する運動施設（11■の用途を除く。）

26．キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホール

その他これらに類するもの

27．自動車教習所文は学習塾、華道薮室、囲碁教室

・その他これらに類するもの

28．工場，・

29．自動車の停留女は駐車のための施設（17の用途を除く。）

5

2′000m2以上
の痕増築、改築、

用途変更に義務付け

（18．公衆画弼ま50m2以上）

嘩方公共団体

・・辛夷例
・条例によ■る奉積の

引き下げが可能です。

※既存建築物についても、

努力義務の対象

地方公共団藤
‘の条例・

蕪例による義務付け対象
への追加が可能です。

1～19：特別特定建築物、20～29：特定建築物）



バリアフリ「法の仕組み

宰関や部屋のドアは

車いすを使用する方でも

通れるように

駐車スペースは

車いすを使用する方でも

楽に利用できるように

特別特定建築物の

琴築主等の封琴など

誰もが日常利用する建築物

や老人ホームなどをつくろ

うとする際には、バリアフ

リー化しなければなりませ

ん。また、これら既存建築

物に対しても、バリアフリ

」化するよう努めなければ

なりません。

の基準に合う

t■t M●t●■●●■

●

れています－　ノ

特定建築物の

建築主等の努力義務

多くの方々が利用する建築

物をつくろうとする際こは、

バリアフリー化するよう第・

め寧ければなりません。

ています

塵韓章番密等円滑健基準
邑義援隈のレベルヨ

・車いす使用者と人とがすれ違える

庵下の幅の確保

・車いす使用者用のトイレがひとつはある

・目の不自由な方も利用しやすい

エレベーターがある

地方公共団体

の奉例

条例による建築

物特定施設の基

準の建築付加が

可能です。・

建築物移動等円滑化講等基準
【望ましいレベル】

・車いす使用者同士がすれ違える廊下の幅の確保．

・車いす使用者用のトイレが必要な階にある

・共用の浴室等も車いす使用者が利用できる

・・ご 二　　 ＿ こ　　三二七 一－ ：■ さ い　 ＿・、

車重嘩円 奉
毒軽を
満たす車軸甲

主等は所薯行政＿ iナ右ととがや音車打
や賢二．＿野 草要撃讐 軍警 ′禦 とがで，き享手工

○表示制度0容積事由特例

－＿　○緬顔料虔㍉㌃

‘

■

●

■

●

●

■

●

●

■

●

●

●

●

●

■

■

●

．●

●

●

●

●

●

－

●

’●

●

t

l



一

バリアフリ「法（建築物関係）に関する

お問い合わせ先について

≡補助について

国土交通省住宅局建築指導課 03－5253－8111

融資制度について

日本政策金融公庫事業ローンコールセンター　　0120－154疇505

日本政策金融公庫の国民生活事業・生活衛生貸付を利用して、店舗のバリアフリー化

など、高齢者、乳幼児を超える女性などが利用しやすい店名削こするための設備投資に

．ついて、特別の融資を受けることができます。（利用対象者：生活衛生関係営業を営む

会社・個人）

㍉バリアフリー法に基づく規制■認定等の周い合わせ先

建築確認を行う行政庁（都道府県し市町村、特別区）にお問い合わせください。

※このパンフレットは、平成18年12月20日施行の／pノアフリー法に対応しています。

裟このパンフレットは、再生紙を使用しています。（2011．11）


